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研究成果の概要（和文）：本研究では、パーソナルデータの経済的価値について、企業、消費者の両面から分析
を試みたが、とくに、消費者側の分析について成果を得ることができた。
本研究では、とくに、インターネットの利用におけるパーソナルデータの漏えいに関して消費者が求めるWTPや
WTAが、どのような感情・気持ちに影響を受ける可能性があるかについて分析を行った。分析の結果、消費者は
同じパーソナルデータの漏えいであっても、例えば検索サービスを利用しているときと、動画サービスを利用し
ているときでは漏えい時の感情・気持ちが異なるなど、経済価値の認識に影響を与えることがあきらかとなっ
た。

研究成果の概要（英文）：This research analyses on what sentiments or emotions have the capacity to 
affect the WTP and WTA required by consumers, with respect to personal information leaks during 
internet use.
The analysis results revealed differences in consumer sentiment and emotion during the following 
instances, despite their commonality in dealing with a personal information leak: a data leak while 
using online search services and while using a typical video streaming service.

研究分野： 情報通信経済学、経済学
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１．研究開始当初の背景 
 近年は、さまざまなサービスにパーソナル
データ（氏名などに加え位置情報や購入情報
なども含む広く個人に関するデータ）が活用
される時代となっている。Amazon などのシ
ョッピングサイトでは、住所などの登録が必
要となるとともに、購入履歴がおすすめ商品
提案などに活用される。また、実店舗では多
くの場面で氏名や購入情報が登録、蓄積され
るポイントカードが使われる。 
 一方で、パーソナルデータの活用は、問題
も引き起こしている。JR 東日本が電子マネ
ーSuica の乗降履歴情報などを販売した問題
は、個人情報保護法上の議論となっている。
また、ベネッセコーポレーションは、大量の
顧客情報の漏えいへの対応に追われている。 
 このような問題を背景とした直近の動向
として、政府は「パーソナルデータに関する
検討会」を設置し、安全・安心を図りつつパ
ーソナルデータ利活用を目指す制度設計を
検討している。検討会では個人情報保護法の
在り方が議論され、技術的検討をおこなう部
会も設置されている。この検討会をはじめ、
パーソナルデータに関する研究は、プライバ
シー保護やセキュリティといった法的、技術
的研究が政策課題への対応として先行的に
進められてきたと位置づけることができる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、パーソナルデータの経済的価値
をあきらかにし、経済学的視点による制度的
対応の在り方を提言するものである。 
この研究目的を達成するため、研究期間内

に、具体的には、企業の視点（研究 1）、消費
者の視点（研究 2）、制度的対応の視点（研究
3）の 3 点について研究を進めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 点の研究内容と、あきらかにする範囲は
つぎのようにまとめられる。 

 
(1)企業におけるビッグデータとしてのパー
ソナルデータの価値（研究 1） 
パーソナルデータがマーケティングなど

で価値を持つのは、近年ビッグデータと呼ば
れる大量のデータセットになったときであ
る。本研究では、いかなる質・量のデータが
どのような利用価値を持つかについて分析
する。利用価値は産業によっても異なるが、
本研究では活用が進むことが期待されるモ

バイル産業と電力産業を対象とすることと
する。なお、将来的にデータセットが企業間
で取引されることを見据え、自社でデータを
収集できない企業も視野に入れている。 
 
(2)パーソナルデータの提供者である消費者
の提供に対する認識（研究 2） 
消費者が自身のパーソナルデータを企業

に提供することに関しては、①心理的不安
感・抵抗が存在する、②提供事態に対する対
価は直接的には無い（そもそも提供に同意し
ないとサービスを受けられない）、という 2
つの論点が存在する。本研究では、企業行動
に起因する心理的不安・抵抗感の要因を解明
するとともに、そもそも自身が提供するパー
ソナルデータが企業にとってどの程度の価
値を持っているのかという、消費者の価値認
識についてあきらかにする。 
 
(3)企業間および企業対消費者のパーソナル
データの取引に求められる制度的対応（研究
3） 
企業のパーソナルデータの利用価値が解

明されれば、個人情報保護法の第三者提供規
定への経済学的見地からの提言や、データの
売り手企業と買い手企業のマッチングスキ
ームの制度提案など、パーソナルデータの円
滑な企業間取引に資する制度的対応が提言
できる。また、消費者の提供に関する認識が
解明されれば、消費者へのパーソナルデータ
リテラシーに関する政策提言などがおこな
える。本研究では前記の 2 点の研究成果を総
括し、制度的対応の提言をおこなう。 
 
３．研究の方法 
本研究では、パーソナルデータの経済的価

値をあきらかにし、経済学的視点による制度
的対応のあり方を提言するため、3 年間の研
究期間をそれぞれ「調査設計フェーズ（27 年
度）」「分析フェーズ（28 年度）」「最終フェー
ズ（29 年度）」と位置づける。本研究は具体
的に「研究 1:企業視点」「研究 2:消費者視点」
「研究 3:制度的対応」の 3つの内容から構成
されるが、各研究を各年度に適切に配置し、
3つの研究を並行して研究を進めた。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
本研究は、実証的な研究を指向する。そこ

でまず「調査設計フェーズ」でヒアリング・
予備アンケート・制度調査により確度の高い
調査を実現するための設計をおこなった。こ
れを踏まえ「分析フェーズ」でアンケート調
査を用いた実証分析をおこない、「最終フェ
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ーズ」では各研究を「研究 3:制度的対応」に
統合させることにより、本研究を完成させた。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、つぎのようにまとめるこ
とができる。 
 本研究を通じて、パーソナルデータの経済
価値については、とくに消費者から見た経済
価値認識について、感情や認知が影響を与え
るという点が新たにあきらかになった。 
 消費者が自身のパーソナルデータの経済
価値について認識する局面のひとつとして、
自身のパーソナルデータの漏えい時に受け
取る補償、賠償に関する補償意志額が挙げら
れる。 
 とくに、本研究では、消費者が求める補償
意志額が、どのような感情・気持ちに影響を
受ける可能性があるかについて分析を行っ
た。 
 研究結果で注目したい点は、「後ろめたさ」
という感情の大きさが補償意志額に与える
影響である。研究を通じて、動画視聴等にお
いては、検索サービスの利用等と比べ、後ろ
めたさが相対的に大きくなることが検証さ
れた。 
この前提となる研究では、漏えいするパー

ソナルデータの種類が多くても、動画視聴で
の漏えいでは WTPや WTA が小さくなるという
結果となっており、この点も本研究の成果と
いえるが、その後の、本研究の成果を通じて、
ここに「後ろめたさ」が関係している可能性
があるがわかった。つまり、たとえより多く
のパーソナルデータが漏えいしたとしても、
その漏えいの一要因として自身のサービス
利用があるという後ろめたさから、求める補
償額は小さなものとなるという可能性であ
る。 
 この点を踏まえると、パーソナルデータの
漏えいに対する補償額の設定については、漏
えいの結果だけでなく、漏えい時の消費者の
感情等も考慮することが重要となることが
示唆される。 
ただし、本研究では、感情を相対的な大き

さでしか比較できておらず、より厳密な検証
に当たっては、絶対的な感情の大きさを捉え
る等、さらなる研究の必要があるだろう。 
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